
平
成　

年
第
２
回

１７

南
富
良
野
町
議
会

臨
時
会
が
５
月　

日
２７

に
開
催
さ
れ
、
池
部

町
長
か
ら
行
政
報
告

が
行
わ
れ
た
後
審
議

に
入
り
、
平
成　

年
１６

度
お
よ
び
平
成　

年
１７

度
一
般
会
計
補
正
予

算
な
ど
町
長
提
出
議
案
３
件
が

審
議
に
付
さ
れ
た
結
果
、
そ
れ

ぞ
れ
原
案
の
と
お
り
可
決
し
閉

会
し
ま
し
た
。

本
臨
時
会
で
審
議
さ
れ
た
議

案
は
次
の
と
お
り
で
す
。

平
成　

年
度
補
正
予
算

１６

◇
一
般
会
計
補
正
予
算

歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
３
６
９

万
４
千
円
を
減
額
し
、
総
額　
３９

億
９，
８
４
８
万
１
千
円
と
な

り
ま
し
た
。

平
成　

年
度
補
正
予
算

１７

◇
一
般
会
計
補
正
予
算

歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
１，
２

４
７
万
３
千
円
を
追
加
し
、
総

額　

億
１，
３
１
６
万
９
千
円

３７
と
な
り
ま
し
た
。

条
例
の
改
正

◇
町
税
条
例

地
方
税
法
の
改
正
に
伴
い
、

個
人
の
町
民
税
に
つ
い
て
、
次

の
よ
う
に
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

①
老
年
者
（　

歳
以
上
の
者
）

６５

の
う
ち
前
年
の
合
計
所
得
金

額
が
１
２
５
万
円
以
下
の
者

に
対
す
る
非
課
税
措
置
を
平

成　

年
度
分
か
ら
段
階
的
に

１８
廃
止
す
る
。

②
給
与
の
支
払
者
が
町
に
提
出

す
る
給
与
支
払
報
告
書
の
提

出
対
象
者
の
範
囲
を
、
年
の

途
中
に
退
職
し
た
者
に
拡
大

す
る
。
た
だ
し
、
そ
の
者
に

対
す
る
支
払
額
が　

万
円
以

３０

下
の
場
合
に
は
提
出
し
な
い

こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。

③
肉
用
牛
の
売
却
に
よ
る
事
業

所
得
に
係
る
所
得
割
の
課
税

の
特
例
適
用
期
間
を
平
成　
２１

年
ま
で
延
長
す
る
。
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犯
罪
の
な
い
暮
ら
し
や
す
い

ま
ち
づ
く
り
を
目
標
に
、
自
主

防
犯
を
主
体
と
し
た
運
動
を
展

開
し
て
い
る
町
防
犯
協
会
（
佐

藤
進
会
長
）
の
定
期
総
会
が
５

月　

日
、
来
賓
や
各
支
部
な
ど

２６
か
ら　

名
の
方
々
が
出
席
し
て

２６

役
場
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

議
案
審
議
で
は
、　

年
度
の

１７

事
業
計
画
と
し
て
自
主
防
犯
、

地
域
安
全
の
連
帯
の
輪
を
広
げ
、

町
生
活
安
全
条
例
を
基
本
に
、

次
の
事
業
を
展
開
す
る
こ
と
が

決
定
さ
れ
ま
し
た
。

①
地
域
安
全
防
犯
運
動
な
ど
へ

の
積
極
的
参
加

②
住
民
集
会
の
開
催
に
よ
る
防

犯
意
識
の
高
揚

③
地
域
安
全
活
動
の
推
進

④
高
齢
者
対
策
の
推
進

⑤
街
頭
犯
罪
の
防
止

⑥
少
年
非
行
の
防
止
と
青
少
年

健
全
育
成
お
よ
び
有
害
環
境

浄
化

⑦
暴
力
追
放
運
動
の
推
進

ま
た
、
こ
の
日
は
町
暴
力
追

放
運
動
推
進
協
議
会
（
佐
藤
進

会
長
）
の
定
期
総
会
も
併
せ
て

開
催
さ
れ
、
各
関
係
機
関
と
連

携
の
も
と
に
、
個
人
や
団
体
を

問
わ
ず
一
切
の
暴
力
を
追
放
し
、

明
る
く
住
み
よ
い
地
域
を
つ
く

る
た
め
に
、
期
別
の
暴
力
追
放

運
動
へ
の
積
極
的
な
参
加
と
、

広
報
活
動
の
充
実
に
よ
る
暴
力

追
放
思
想
の
普
及
を
展
開
し
て

い
く
こ
と
が
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

地方税法改正のポイント

①老年者（６５歳以上の方）に対する住民税の見直し
合計所得金額が１２５万円以下の老年者（６５歳以上の方）に
対する住民税の非課税措置が段階的に廃止となり、平成１７年
１月１日において６５歳に達していた方の税額が、平成１８年度
分は３分の１、平成１９年度分は３分の２、平成２０年度分から
は全額課税となります。

②定率減税の縮減
住民税の定率減税について現行で住民税の所得割額の１５％
相当額（限度額４万円）が減額となっていましたが、平成１８
年度から７．５％相当額（限度額２万円）の減額となります。

※住民税とは
住民にとって地方自治体の身近な費用を、住民がそれぞれの負

担能力に応じて分担し合うという性格であり、均等の額によって
負担する均等割、その人の所得金額に応じて負担する所得割など
から構成されています。
納税は７月と１０月、１２月の３回に分けて直接納付書で納めてい
ただく方法（普通徴収）と、毎月の給料から納める方法（特別徴
収）のいずれかによって納税することになっています。
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